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４章　教育格差の対応策
対応策
①公立校に魅力を持たせる
　私立校や塾、通信塾に通わせることが教育費負担の原因

　ⅰ…公立校の先生の質を高める

　ⅱ…先生同士の競争社会を作る（考察中）

· ⅰに関して…

東京都杉並区立和田中学校では、大手進学塾の講師が３年生向けに授業後補修をしている。場所や広告費がかからないため、授業料は通常の塾の半分程度となっているため、経済的に苦しい家庭の子ども安い料金で塾の指導を受けられる。また、競争で鍛えられた塾講師の教え方を学ぶ公立の教師もいる。この他にも、授業の一部を教師が塾講師と協力して進めている学校などがある。このようなことが徐々に広まれば、公教育の中での競争原理が高まり教師の質が上昇し、膨大なお金を学校外教育費に費やさなくて済むような環境になるだろう。

②政府側からお金を出す

　←結局は国民からの税金のため、勉学に励んでいない人にまでお金が支払われる可能性がある

　　つまり、ばら撒きの危険性がある

　　ただし、現状政府からの援助は拡大しつつある
　例えば…　2010年に、高校生のための給付型奨学金制度を４５５億円計上。高校生への援助は初。

　　　　　　大学の授業料免除制度も拡充。奨学金の貸与も無利子と有利子合わせて５万人増やし、１２０万人とした。
　　　　　　　　　　　　　緊急奨学金制度も拡充。親の失職や死亡で家計が急変した学生を対象にした無利子貸与枠を去年の２倍

8000人に増やした。経済的理由で返済猶予を認める人数枠も従来の４万人弱から１０万人に増やした。
　ⅰ…高校無償化に所得制限を設ける。
●ⅰに関して…

この高校無償化は公立校の生徒は授業料が免除となる。そして、私立や国立高校などは学校側が就学支援金を一括して受け取り、生徒は授業料との差額分を学校に支払うという内容になっている。ただし、入学金は対象外。私立高などに支給される就学支援金は公立授業料同等額の年間11万8800円が基本で、世帯収入が350万円未満の場合は年5万9400円、250万円未満は年11万8800円加算されるが、授業料を上回る額は支給されない。また、不登校の子供らが通うフリースクールは無償化の対象外となっている。

この高校無償化は、世帯の所得水準や生徒の年齢、国籍による制限は設けていない。そのため、一定の経済力がある家庭が、無償化で浮いた分を塾や家庭教師に使うことで、新たなる学力格差が懸念される。前述した通り、日本の学力低下は成績下位層のいっそうの低下によって全体の平均点が低下し、そして成績格差が拡大した。そして、学力が低いのは世帯所得が低い子どもであるため、その子どもに対しての集中的な援助が必要であるだろう。よって、高校無償化にはばら撒きとならぬよう、所得制限を設けるべきであった。もし所得制限を設けるのなら、下の図を参考にして、800万円未満の世帯を対象とした高校無償化を提案する。
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おまけ↓　

子どもの教育への意識

大学経営・政策研究センターの「高校生の進路についての調査」を参考。内容としては、第1回目の調査は、平成17年11月に、全国4,000人の高校3年生とその保護者の方を対象に実施され、その後、高校生本人に、平成18年3月、11月、平成20年1月と継続してその後の状況を聞いている。

　その中に、すでに就職が決まった、および現在就職を考えている高校生のみ（ここでは８４０人）に就職を考えた理由として、あてはまるものを１つ回答するという質問がある。その結果が（図表１２）である。これを見ると、「経済的に自立したい」といったものが１番多く、次に「自分に仕事が向いている」などの前向きな回答が続く。

問題なのは、３番目に「進学の費用が高いから」などといった経済的な問題で就職しているという消極的な回答があること。ほとんどの子どもは大学までの費用を親に払ってもらう事が多いため、親の所得が原因で進学をしたくても出来なかった子どもがいる可能性が高い。また、卒業後の進路を決める上で、次の項目をどの程度考慮したかという質問の結果が（図表１３）である。これを見ると「家庭の経済状況」が３番目にあがっている。

つまり、子どもは進路を考える上で、自分自身の希望だけではなく、親の所得、自分の家庭の状況にも影響されていることが分かる。
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　３－４　親の所得と子どもの教育への関係

★奨学金制度に関しては調べた結果、問題にすることが無かった。

受け取れない人はいるのか？→年々受給者は増加している。
参考文献　日本経済新聞、「高校生の進路についての調査」、ベネッセ、学生生活調査結果
１番の問題点…


教育費にお金がかかる！！








ベネッセから。


800万円以上を境に得点率が急激に上昇しているため。





（図表１３）　進路を決める上でど


の程度考慮したか








（図表１２）　就職を考えた理由








大学経営・政策研究センター　「高校生の進路についての調査」








